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所在地

□主な事業概要（定款記載事項等）
(1)商工業に関し、相談に応じ又指導を行なうこと。
(2)商工業に関する情報、又は資料を収集し、及び提供すること。
(3)商工業に関する調査研究を行なうこと。
(4)商工業に関する講習会又は講演会を開催すること。
(5)展示会、共進会等を開催し、又はこれらの開催のあっ旋を行なうこと。
(6)商工業に関する施設を設置し維持し、又は運用すること。
(7)商工会としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し又は建議すること。
(8)行政庁等の諮問に応じて答申すること。
(9)社会一般の福祉の増進に資する事業を行なうこと。
(10)商工業者の委託を受けて、当該商工業者が行なうべき事務(その従業員のための事務を含む)を処理するこ
と。
(11)大阪府商工会連合会の委託を受けて、商工貯蓄共済事業の業務を行なうこと。

mailto:info@ksci.or.jp


２．事業概要 河内長野市商工会

（１）所管地域の産業経済の現状と課題　
　本市の地域経済循環率は 72.0％となっており、住宅地域の一般的水準とされる 50～70％を上回る一方、
民間消費における支出流出入率は▲10.2％で、市外への流出超過の状況にある。この背景として、市外の大型
商業施設への消費流出に加え、ネットショッピングの増加が影響しているものと考えられる。
　産業別事業所数をみると、卸・小売業 412 社（19.9％）、医療・福祉 284 社（13.7％）、不動産・物品
賃貸業 225 社（10.9％）、生活関連サービス業 193 社（9.3％）、製造業 192 社（9.3％）、宿泊業・飲食
サービス業 173 社（8.4％）となっている。このうち製造業については、従業員数（企業単位）の産業全体に
占める割合が 14.4％と大阪府平均（13.1％）を上回っており、売上高の割合においても本市 28.3％に対し
大阪府平均値は 26.4％であることから、製造業は本市における主要産業の一つと位置づけられる。しかし近
年、製造業の事業所数は減少傾向にあり、急速な人口減少・少子高齢化に伴う人材確保の困難、後継者不足、
産業用地不足などが重なり、市外転出や廃業が続いている状況である。
　こうした状況を踏まえ、本市産業全体においては、生産性向上や業務改善、新事業展開、後継者育成・事業
承継などが喫緊の課題であり、商業分野では、販売力・集客力・情報発信力の強化、工業分野では産業用地の
確保や企業誘致などの施策が重要となっている。

（２）所管地域の活性化の方向性（事業の目標）

（３）事業を実施した効果
○実績時記入

（４）事業を実施した結果浮かび上がった課題・次年度への取り組み
○実績時記入

　本市は大阪府内でも人口減少が特に進行している地域の一つであり、人口減少に伴う担い手不足や経営者の
高齢化に加え、資源価格や人件費の高騰などの影響により、経営基盤の脆弱な中小企業・小規模事業者は厳し
い経営環境に直面している。このため、事業の継続や企業の持続的成長を図るうえで、これまで以上にきめ細
やかな支援が求められる。
　こうした状況を踏まえ、商工会では、小規模事業者が抱える課題の把握とその解決に向け、経営指導員間で
の情報共有を強化するとともに、支援関係機関や専門家と連携し、迅速かつ適切な相談対応・指導支援を行う
ことを主要な目標とする。また、各種セミナーや交流会、展示会を開催し、事業承継、事業継続力強化計画の
策定支援、働き方改革、事業計画策定支援、IT 化・DX 推進、販路開拓、求人求職マッチング、人材育成、コ
スト削減、異業種連携など、多様な課題に対応した経営力強化に取り組み、地域事業者の安定的かつ持続的な
発展を目指す。
　さらに、産業振興の取り組みとして、地域一体型オープンカンパニー事業（ワークワクワク河内長野）を通
じて地場産業の魅力を発信し、河内長野市固有の地域資源を最大限に活用するとともに、市行政との連携を強
化し、地域の一層の活性化に向けて取り組んでいく。



３．経営相談支援事業・専門相談支援事業

社
当初計画 変更計画 実績 達成率

1 350 0.0%
2 10 0.0%
3 20 0.0%
4 20 0.0%
5 1 0.0%
6 15 0.0%
7 55 0.0%
8 135 0.0%
9 1 0.0%

10 20 0.0%
11 15 0.0%
12 5 0.0%
13 10 0.0%
14 40 0.0%
15 10 0.0%
16 1 0.0%
17 3 0.0%
18 5 0.0%
19 0 -
20 5 0.0%
21 350 0.0%
フォローアップ支援
結果報告

過去の支援実績に基づき設定する。
法改正への対応が求められることが多い労務支援や記帳支援を重点分野とし、あわせて指導員に
よる伴走型支援として、事業計画作成支援や事業継続計画（BCP）作成支援にも注力する。ま
た、事業者が抱える多様な経営課題に的確に対応できるよう、指導員のスキル向上と各種専門家
との連携強化を図り、体制整備を進め、継続的かつ効果的な支援の実施につなげる。

河内長野市商工会

支援数

事業所

事業所
支援数

支援数
事業所

支援数

Ⅰ　経営相談支援事業

支援メニュー 単位

事業所
事業所

事業所カルテ・サービス提案
支援機関等へのつなぎ

前年度支援企業数

事業所

支援数
支援数

事業所

○実績時記入

資金繰り計画作成支援
記帳支援

支援のポイント・成果

事業所

労務支援
人材育成計画作成支援

390

事業所
事業所

事業所

事業所

事業所

件数設定の根拠（今年度の特徴等）

金融支援（紹介型）
金融支援（経営指導型）
マル経融資等の返済条件緩和支援

販路開拓支援
事業計画作成支援
創業支援

生産性向上支援 事業所

災害時対応支援 事業所

事業継続計画（BCP）作成支援

財務分析支援
債権保全計画作成支援

制度対応等
事業承継支援



Ⅱ　専門相談支援事業
当初計画 変更計画 実績 達成率

24 0 -
25 17 0.0%
26 12 0.0%
27 0 -
28 12 0.0%その他相談

事業名
法務相談
税務相談
金融相談

○実績時記入
支援のポイント・成果

日数
日数

労務相談
日数
日数

単位
日数



5－1．地域活性化事業　事業調書（計画）

13 年目

○ ○ ○

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
商-18 商店街の活性化 販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
河内長野市内の地域経済振興と地元商店会の活性化を図るために、バイローカル活動として市内商店会
を対象にしたスタンプラリーを実施し、地域消費者の商店会利用促進と店舗のサービス向上意識を高め
る。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

当市の各商店会においては、人口減少・少子高齢化、物価高騰、ならびに郊外型ショッピングセンター
との競合等により、依然として厳しい経営環境に置かれている。これらの状況を改善し、地域の商業活
力を維持・向上させていくためには、商店会周辺の消費者が積極的にバイローカル活動に取り組み、地
域内での消費循環を促進することが必要である。
　このため、市内の各商店会・商店組合・各個店が連携し、ハロウィン期および歳末期にスタンプラ
リーを実施する。ハロウィン期においては子育て世代の家族層を対象とし、歳末期においては商店会の
年末催事と連動させることで集客効果を高める。参加店舗においては、自社商品・サービスのPRを通じ
て売上拡大やリピーター・新規顧客の獲得を図るとともに、その効果を周辺店舗へ波及させ、商店会地
域全体の活性化および小規模店の経営環境の改善につなげるものである。
　また、参加店舗からは、スタンプラリーの実施により顧客拡大や地域活性化が図られることから、継
続実施を求める声が寄せられており、事業者ニーズの高い取組であると考えられる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

(a)商業振興課商業振興グループと連携し、商店会の活性化を図り、商店会に所属する各店舗の新規客・
常連客の獲得及び売上向上に繋がる。
(c)1回目は、子育て世帯を対象にしており、河内長野市教育委員会を通じて、市内小学校の児童にスタ
ンプ台紙を配布。
(d)販路支援を中心に個別相談をカルテ化に繋げる。

河内長野市内の千代田駅、河内長野駅、三日市町駅周辺の６つの商店会、商店組合（料飲宿組合）、市
内小売店、飲食店等

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

ラブリーハロウィンについては、今年度の参加商店会数7商店会、参加店舗数89店舗で、昨年度から2店
舗の増加となった。一方、スタンプ台紙の応募数は694通で、昨年度より48通の減少となった。
年末のお店応援スタンプラリーについては、今年度が初めての実施であったが、参加商店会数7商店会、
参加店舗数100店舗の参加があり、ラブリーハロウィンを上回る店舗数が集まった。スタンプ台紙の応
募数は１９７通であった。
来年度に向けては、ラブリーハロウィン、年末のお店応援スタンプラリーともに、引き続き参加店舗数
の拡大を図る。また、はがき応募数については、ラブリーハロウィンは減少傾向にあり、年末のスタン
プラリーも予想より少なかったことから、景品内容や応募方法の見直しを含め、参加意欲を高める工夫
を検討する。
さらに、ラブリーハロウィンのスタンプ台紙については、教育委員会を通じて市内すべての小学生に配
布しているが、今後は保育園やこども園にも配布を依頼し、周知の拡大を図りたい。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

【事業手法】販路開拓型
【実施時期】1回目　 令和8年9月から10月中の1ケ月間の予定(ハロウィンの時期）
　　　          ２回目　 令和8年12月頃予定
【実施場所】千代田駅、河内長野駅、三日市駅周辺の商店会
【実施内容】1回目　ハロウィン期間中、子育て世代の家族層を対象にスタンプラリーを実施し新規顧客
拡大を目指す。スタンプ台紙を河内長野市教育委員会の協力を得て、河内長野市内全小学校の児童に配
布し周知する。また、市内の保育園やこども園にも配布を依頼する。
  2回目　年末の市内商店会で実施する商店会事業とマッチングをしてスタンプラリーを実施し、商店会
での年末のバイローカルを促進する事業を実施する。

◎バイローカル活動として、実施期間中に、参加店舗を利用された消費者を対象にしたスタンプラリー
を実施する。スタンプラリー台紙は、マップ(地区別・所在地表示)形式で作成し、参加店舗や公共施設
等に設置する。応募条件は参加店名のゴム印等３個で１口の応募とする。

◎周知方法として、河内長野市商店連合会と連携し、開催期間前、期間中にSNS（LINE、インスタグラ
ム）を活用して、商店会応援スタンプラリーと各商店会のイベントを宣伝して利用を促す。また、ホー
ムページで参加店舗マップの掲載やSNS（LINEやインスタグラム)等からの参加店舗のPRや魅力情報の
発信を行い、新規顧客拡大につなげる。

◎景品の抽選は、商工会事務局で行い、当選者に発送する。
　1回目実施時期：令和８年１1月　　２回目実施時期：令和９年１月

想定する実施期間 平成２６ 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：植田）
事業名 ラブリーハロウィン with商店会応援キャンペーン2026 事業番号 1 新規/継続 継続



5－1．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：植田）

商店会

％

口

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

（①市町村等＋②受益者負担）

2,196,750

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 2,196,750 7

2,196,750 1.00 2,196,750 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率

50,500 850 0.01 429,250

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
50,500 7 5.00 1,767,500

合計 857 2,196,750

数値目標 70

その他目標値
目標値の内容⇒

スタンプラリーの応募口数850

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

本会が主体となって既存の７商店会(組合)を中心に、あわせて市内小売店等にも参加
を呼びかける。募集については、ダイレクトメール、地域コミュニティ誌、ホーム
ページ、LINE公式アカウント等にて行う。7

主な支援対象企業
の変化 代表指標 アンケートにおいて新規顧客が増加したと回答した店舗割合



5－2．地域活性化事業　事業調書（計画）

10 年目

○

社

%数値目標 80

その他目標値
目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

企業数は、過去の実績に基づき30社に設定する。募集方法については、商工会報、
商工会・市商連ホームページ、LINE公式アカウントを活用する以外に、経営指導員
が、企業訪問等を通して参加事業所を募る。30

主な支援対象企業
の変化 代表指標 アンケートにおいて新規顧客が増加したと回答した店舗割合

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
販路開拓

事
業
の
概
要

事業概要
市内の飲食店及び菓子製造小売店が、低農薬で安全性の審査基準をクリアした奥河内産（河内長野市
産）のフルーツや野菜を使用した新商品や新メニューを創作する。また、店舗の魅力も発信しながら、
消費者にアピールして売上拡大につなげる。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

当市は大阪府内においても自然環境に恵まれ、フルーツや野菜など多様な農産物が豊富に生産される地
域である。一方で、市内の小規模飲食店や菓子製造小売店においては、人口減少や顧客の高齢化、物価
高騰、大型飲食店との競合等により、厳しい経営環境が続いている。
こうした状況を改善するためには、当市が有する自然豊かな地域資源を効果的に活用し、地域一体と
なった商品・サービスの提供を通じて、事業者の経営安定を図ることが重要である。この取組の一環と
して、参加店舗を紹介するスタンプラリーを実施し、商品の魅力や各店舗のこだわりを広くPRすること
で、新規顧客の獲得や販路拡大につなげる。また、河内長野市外からの消費者流入を促進することで、
来店機会の増加と売上向上を目指すものである。
参加店舗からは、「新規顧客の獲得や店舗の宣伝につながるため、こだわりの料理や菓子を紹介できる
スタンプラリーを継続してほしい」との要望が寄せられているほか、参加者からも「新しい店舗や商品
の発見があり、毎年楽しみにしている」といった好意的な意見が多く寄せられている。これらのことか
ら、本事業は事業者および消費者双方のニーズに応える取組であると考えられる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

(d)低農薬で安全な奥河内産フルーツや農産物を使用することで、市内事業者と奥河内産品の知名度を上げる。多く
の店舗が参加できるように、経営指導員が巡回し事業内容を説明し参加をお願いする。又、事業終了後、参加店舗
へ訪問などにより相談内容をカルテ化へと繋げていく。

市内で、奥河内産の食材を使用している個店で、店舗の情報発信に取り組もうとしている飲食店及び菓
子製造小売店を対象とする。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

今年度は、桃およびブドウの収穫期に合わせ、8月1日から10月31日までの3か月間にわたりスタンプラ
リーを実施した。参加店舗数は30店舗であり、新規参加は3店舗あったものの、昨年度からは1店舗の減
少となった。スタンプラリーの応募条件については、昨年度と同様に「スタンプ2個で1口（最大6個で3
口）」として運用した。
また、今年度も9月上旬に夕方のテレビ番組で本事業を取り上げていただいたことから、広報効果が高ま
り、応募はがき枚数は367通となり、昨年度比で73通の増加となった。
来年度に向けては、毎年の課題である参加店舗数の確保が引き続き重要となる。飲食店においては、昨
今の物価高騰の影響により廃業が増加している状況にあるため、参加しやすい事業条件の再検討や、募
集周知方法の改善を図る必要がある。また、応募数の増加は、開催期間の延長およびテレビ番組での放
送が大きく寄与したものと考えられることから、今後も参加者の参加意欲・購買意欲を喚起できる広報
方法について検討し、応募数の維持・向上を図っていく。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

【事業手法】販路開拓型
【実施時期】令和８年８月から10月の間で３ケ月間の予定（気候の関係などで前後する場合もあり。）
【実施場所】河内長野市内の飲食店、菓子製造小売店
河内長野市内の農業者と飲食関係事業者が連携して、低農薬で安全性の審査基準をクリアした奥河内産
のフルーツや農産物などを使用した料理や菓子などを提供することで、奥河内色を前面に出したイベン
トＰＲを図る。また、LINE公式アカウントの登録者に一斉発信を行い、新規顧客拡大を図るとともに市
内外からの消費者の流入を図る。事業期間終了後も各個店の魅力や商品の特色を色濃く出し継続的に行
えるよう意識の向上も図っていく。

＊応募条件は、参加店舗のスタンプ2個(2店舗)1口で応募とする。
＊賞品は、参加店舗で使用できる金券とする。
＊応募ハガキは、参加店、市役所等の公共施設、農産物販売所などに配布する。
＊景品の抽選は、商工会で行い当選者に発送する。実施時期：11月
＊LINE公式アカウントにより画像を交えた内容で一般消費者にPR発信する。

想定する実施期間 平成２９ 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：植田）
事業名 奥河内フルーツ＆ベジタブルラリー2026 事業番号 2 新規/継続 継続



5－2．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：植田）

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

（①市町村等＋②受益者負担）

757,500

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 378,750 30

757,500 0.50 378,750 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
50,500 30 0.50 757,500

合計 30 757,500



5－3．地域活性化事業　事業調書（計画）

6 年目

○

社

社数値目標 2

その他目標値 目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

過去年度実施のセミナー・個別支援での参集状況を参考に設定。
商工会報・商工会HP及び巡回により、支援企業の募集を行う。

25
主な支援対象企業

の変化 代表指標 ＩＴ活用によるマーケティングや業務効率化に取り組んだ
と回答した件数

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
IT・IoT

事
業
の
概
要

事業概要
最新ITツールを複合的に活用した効果的な情報収集・分析や業務効率化の手法と、それらを踏まえた競
合他社との差別化、マーケティング戦略の立案・実践手法を学び、支援対象事業者の集客力・販売力の
向上を図る。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

生成AIやSNS等の最新ITツールを活用した業務の効率化とマーケティングの実践手法を習得し、事業者
の持続的発展および収益構造の強化につなげることを目的とする。昨今のインバウンド需要の拡大等に
より都市部や観光地では経済活動が活況を呈している一方、その恩恵を直接受けにくい郊外型の中小・
小規模事業者においては、立地条件を克服するためのデジタル活用が死活問題となっている。しかし、
多くの事業者は日々の業務に追われ、情報発信やブランディングに割く時間・人員が不足しているのが
実情である。そこで本事業では、「生成AIによる業務効率化」と「SNSによる広報」をセットで学ぶ機
会を提供し、最新ＩＴツールを活用して事務作業やコンテンツ制作を効率化することで時間を捻出し、
自社の強み（ブランディング）の再構築と顧客へアプローチする好循環を生み出す。日々の経営指導の
中で、事業所が上記の取り組みを渇望している状況を鑑み、最新技術を「稼ぐ力」に転換する実践的な
支援を行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

(ｄ)本セミナー受講により、最新ITツールを活用した販路拡大や新規顧客の獲得などについての手法を学び、事業
活動に活かすべく、個別支援（カルテ化）を行っていく。

小規模事業者のうち、業種を問わず、ITツールを使用したマーケティング手法・業務効率化手法を未導
入の事業所、取り組んでいるがさらに強化したい事業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

■取組状況
①最新ITツールを活用した集客力・販売力強化セミナー
受講者数：22社
開催日時：令和7年12月16日（火）13：30～16：30
場所：河内長野商工会館3階大会議室、オンライン配信
内容：
・最新のSNSやAI活用によるマーケティング手法および業務効率化手法を把握
・最新ＩＴツールを活用したマーケティングおよび業務効率化の先行事例について学び、受講者同士で
の意見交換等を通じて実践し学習
②個別支援
支援者数：２社
内容：マーケティングや販路開拓の取り組み手法や当該取り組み実践に係る時間捻出・業務効率化に悩
む事業者に対し、ＩＴ活用による手法を提案し、必要に応じて個別に導入を支援した。
■今後の課題・改善点
セミナー内での知識レベルチェック結果や日々の経営指導における事業者の状況において、大半が生成
ＡＩ・ＳＮＳの入門レベルであった現状を踏まえ、次年度においても同様に幅広く知識を普及啓発する
内容としたい。また、事業者個別の状況にあわせた実践についても、個別支援において引き続き補完し
ていきたい。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

【事業手法】人材育成およびハンズオン
【支援先件数】２５件（うちセミナー受講２３件、個別支援２件）
【実施内容】
①最新ITツールを活用した集客力・販売力強化セミナー
開催時期：令和８年11月～１２月頃
場所：河内長野商工会館3階大会議室、オンライン配信
内容：以下の内容でセミナー３時間(質疑応答含む)、１日開催予定。
・最新ＩＴツール活用用によるマーケティング手法および業務効率化手法を把握
・ＡＩによる画像、動画生成等のコンテンツ制作等、即実践につながる具体的手法を学習
②個別支援
　マーケティングや販路開拓の取り組み手法や当該取り組み実践に係る時間捻出・業務効率化に悩む事
業者に対し、ＩＴ活用による手法を提案し、必要に応じて個別に導入を支援する。

想定する実施期間 令和３ 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：白石）
事業名 最新ITツールを活用した集客力・販売力強化事業 事業番号 3 新規/継続 継続



5－3．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：白石）

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 人 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

別紙：積算根拠となる支援対象企業数と支援対象企業の変化について

社

％

社

社支援対象企業の
変化 指標 ＩＴ活用によるマーケティングや業務効率化に取り組んだ

と回答した件数 数値目標 2

その他目標値
目標値の内容⇒

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計
設定根拠及び
募集方法⇒

②個別支援
セミナー受講者のうち希望のあった者の他、商工会報、商工会ホームページでの周知
により支援企業の募集を行う。

2

事
業
の
目
標
① その他目標値

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

支援対象企業の
変化 指標 最新ITツールを活用した営業手法について、取り組む意欲

が高まったと回答した事業者割合 数値目標 70

支援対象企業数の合計
設定根拠及び
募集方法⇒

①最新ITツールを活用した集客力・販売力強化セミナー
過去年度実施のセミナー・個別支援での参集状況を参考に設定。
商工会報・商工会HP及び巡回により、支援企業の募集を行う。23

（①市町村等＋②受益者負担）

666,600

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 333,300 25

666,600 0.50 333,300 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率

101,000 2 1.00 202,000

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
20,200 23 1.00 464,600

合計 25 666,600



5－4．地域活性化事業　事業調書（計画）

11 年目

　 　 ○ ○

社

社

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円1,212,000
独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
40,400 30 1.00 1,212,000

合計 30 1,212,000

数値目標 10

その他目標値 目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

設定根拠は前年度の実績数を基にしている。募集については、創業を検討・準備して
いる方、創業後間もない方等を対象に巡回、窓口での案内、会報、ホームページで周
知する。事業の周知強化を行うにあたって河内長野市内の主要駅等に告知資料を設置
して参加者増をめざす。30

主な支援対象企業
の変化 代表指標 創業に向けて準備し始めた事業所数

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
創業・経営革新

事
業
の
概
要

事業概要
　これから創業を検討・準備している方や創業後間もない方を対象に、既に創業した方や地域の創業者に創業まで
の過程や課題、創業の魅力等を紹介してもらう。参加者同志の名刺交換、意見交換、情報交換する機会を設け、今
後の活動に活かしていただく。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　若年者の人口流出や高齢化に伴う廃業により、小規模事業者は減少傾向である。また、市内において
は、事業所の交流や情報交換する機会が少ないため、事業者同士の横のつながりが希薄で地域として事
業所間の連携を自発的に行うことは難しい。創業者の中でもシニア層や女性の増加といった創業者の多
様化、開業費用の少額化、福祉や美容、健康支援などを含めたサービス業も増加してきており、創業者
を取り巻く環境も変化してきている。このような状況の中で、創業の促進を推進し、当商工会が行政並
びに金融機関等と連携して交流会を開催することにより、事業所間の連携、相互の経営力向上等を図
り、起業家の育成、新たな事業者の創出を見いだすことを目的とする。
　創業予定者、創業して間もない方は、他業種、他社との繋がりが少なく、より多くのネットワークを
構築していただく必要があり、令和７年度に実施したアンケートからも交流会実施に対するニーズは高
いと思われる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

(c)日本政策金融公庫、市内の金融機関のネットワーク等を通じて、また、河内長野市産業観光課の協力を得て事業
のＰＲを行い、参加者を募る。
(d)本事業終了後についても、創業の個別相談を行うことにより相乗効果を図る。

　創業を検討・準備している方、創業後間もない方

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

【時期】令和７年8月３０日（土）、12月１３日（土）　計２回実施、参加者２７名
【内容】
　創業に向けての準備、考え方、参加者同士の交流、意見・名刺交換、先輩創業者の体験談等、河内長
野市の補助金制度の説明、日本政策金融公庫の新創業融資制度の案内を盛り込んでいる。交流会前より
創業されていた方が１５名、交流会後に創業された方が１名、８名が創業に向けて準備している。
　本事業の認知・周知を行うため、さらに地道な活動が必要である。事業の周知強化を行うにあたって
事業者からの紹介や個別相談での周知、河内長野市内の主要駅等に告知資料を設置して参加者増をめざ
す。また、交流会後の参加者に対する個別支援によるフォローが重要であり、個別相談にて対応してい
く。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

【事業手法】人材交流型
【実施時期】令和８年8月・12月（予定）
【実施場所】河内長野市商工会
【実施方法】対面
【実施内容】創業を検討・準備している方、創業後間もない方を対象に、既に創業した方や地域の創業
者に創業までの過程や課題、創業の魅力等を紹介してもらう。さらに創業者同士の名刺交換会、情報交
換、意見交換会を年２回行い、創業への意欲を高めていただく。また、後日の交流も可能となるよう参
加者リストを作成して参加者へ配布し、連携・マッチングの促進を図る。

想定する実施期間 平成２８ 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：原田）
事業名 創業者交流会（起業家支援事業） 事業番号 4 新規/継続 継続



5－4．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：原田）

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

（①市町村等＋②受益者負担）

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 606,000 30

1,212,000 0.50 606,000 円）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率



5－5．地域活性化事業　事業調書（計画）

4 年目

　 　 ○

社

％

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円404,000
独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
20,200 20 1.00 404,000

合計 20 404,000

数値目標 70

その他目標値 目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

今年度や過去の他セミナーでの参集状況を参考に設定。
商工会報・商工会HP及び巡回により、支援企業の募集を行い、その中から具体的な
事業計画の立案される企業を支援。20

主な支援対象企業
の変化 代表指標

セミナー後のアンケートにおいて、事業計画の必要性を認
識し、これから具体的に作成するまたは今後作成を希望す
る企業割合

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
創業・経営革新

事
業
の
概
要

事業概要 　事業計画作成のポイントを通して、新事業展開や業務改善、事業継続・発展などを目的に実施。加え
て、事業計画の活用や大阪府などの各種補助金による資金調達などについても触れた内容とする。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　現状や課題として、原油高の高騰や賃上げにより各種調達・人材コストの増加、人手不足など、小規
模事業者の取り巻く環境は厳しさを増す一方、業績を伸ばしている事業所も一定数存在している。これ
ら多くの事業所は様々な経営課題に対し、中長期の新規事業を含めた事業計画を立案し、また、各種補
助金を活用することで安定的な経営基盤を築いている。
　また、新規事業の着手を検討しているが、進め方や資金不足により前向きに事業展開できない事業所
は日々の経営指導において一定数見受けられる。
　そこで本事業により、新事業展開などにおける事業計画書作成のポイントを伝えるとともに、作成の
みにとどまらずその後の実行や確認、改善などのPDCAの必要性を問いかけ、事業所自身が事業展開で
きる知識を得てもらう。さらに、その知識やノウハウを活かし、各種補助金を活用することで事業継
続・発展に寄与する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

（ｄ）相談事業相乗効果：本セミナー受講後のフォローアップを行い、カルテ化につなげる。

　新事業展開を検討または業務改善や売上アップ、ひいては安定的・発展的な経営基盤の構築を希望す
る小規模事業者。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

【実施内容】
　開催日時は、令和７年９月３０日(火)　１４：００～１６：００　受講者２１名(うち事業者１９社)
内容は、事業計画の必要性や作成のポイント、事業計画書の活用(補助金申請など)に加え、大阪府新事
業展開テイクオフ支援事業について、大阪産業局の担当者を招き制度や事例紹介などを行ってもらっ
た。
実績数値は、受講者２１名に対し、これから具体的に事業計画を作成または今後作成を希望する割合が
１００％となった。
【改善点】
　受講者アンケートより、業種別での申請内容例を提示するカリキュラムも盛り込むことで事業改善を
図っていきたい。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

【事業手法】人材育成型
【実施時期】令和8年9月～10月頃に実施予定　※各種支援施策等の公募時期等を鑑み変更の予定あり。
【実施場所】河内長野市商工会　3階　大会議室
【実施方法】原則対面方式　※ 状況によってはオンラインでの開催も検討する。
【実施内容】事業計画作成や補助金活用に長けた専門家を講師に招き、事業計画の必要性や事業計画の
作成のポイント、有効なPDCAや事業計画書の活用、業種別事例紹介などについて解説。また、業種別
での申請内容例を提示するカリキュラムも盛り込む。

想定する実施期間 令和5 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：下村）
事業名 新事業展開に向けた事業計画作成支援事業 事業番号 5 新規/継続 継続



5－5．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：下村）

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

（①市町村等＋②受益者負担）

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 202,000 20

404,000 0.50 202,000 円）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率



5－6．地域活性化事業　事業調書（計画）

1 年目

　 　 ○ ○

社

％数値目標 80

その他目標値 目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

開催案内の周知方法として、巡回時および窓口での案内を行うほか、市の事業者向け
公式ライン（事業者支援窓口）や会報、ホームページ等を活用して周知し幅広く参加
企業を募集する。30

主な支援対象企業
の変化 代表指標 労務コンプライアンス向上に向けて取り組み始めた企業割合

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
人材育成・労務

事
業
の
概
要

事業概要

労働環境に関する様々な課題が社会的に注目されている中、企業にとっては労働条件の見直しや改善を
図る絶好の機会となっている。これを受けて、労働問題に関するセミナーを開催し、企業の抱える課題
を明確にするとともに、労働環境の向上に向けた具体的な解決策を模索することが重要である。また、
本事業は、労働基準法や労働安全衛生法、労働契約法、社会保険関連法令などの労働関係法令の遵守体
制を構築・維持することを目的としており、中小・小規模事業者を中心に、法令違反リスクの低減、従
業員満足度の向上、そして労務コンプライアンスの向上に資することを目的としている。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

近年、働き方改革関連法の施行やハラスメント対策の義務化により、労働環境に関する課題が社会的に
注目されており、特に、長時間労働や過重労働による健康被害の防止、労働条件の適正化は企業にとっ
て重要な経営課題となっている。当会においても労務相談が昨年度と比較しても2割増し傾向にある。行
政も労働基準監督署による調査や是正勧告を通じて労働条件の改善を促進しており、多くの企業が労務
管理の見直しを迫られている。一方、労働者の意識変化や雇用情勢の厳しさにより、労使間のトラブル
や労働問題も増加している。特に中小企業では、労働環境の整備が不十分なケースも多く、人手不足に
陥る傾向がある。こうした背景を踏まえ、当セミナーでは、労務管理の基礎知識や実務上の留意点、労
務リスクの防止策、職場環境の整備に役立つ具体的な手法を実例を交えて解説する。これにより、企業
が適切な労務管理体制を構築し、従業員の定着と持続的な発展を促進することを目的とする。労働法の
最新動向を学び、労働環境の改善と企業の競争力強化を図ることで、地域の中小企業も労務管理の課題
に正しく対応できるよう支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

(c)市の事業者向け公式ライン（事業者支援窓口）等で周知を強化。
(d)労働関係法令遵守の支援等でカルテ化を図る。

従業員を雇用している中小・小規模事業者、労務管理担当者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

本セミナーでは、労務管理に精通した専門家を講師として招き、労務コンプライアンスに関する内容を
詳しく解説する。実際の労務トラブル事例を交えながら、背景や原因、適切な対応策についてわかりや
すく説明し、参加企業が自社の課題を主体的に把握できるよう支援する。単なる知識の提供にとどまら
ず、労務トラブルを未然に防止するための具体的な対策や実務上の留意点も示し、受講後に実際の労務
管理に活用できる内容とする。また、中小企業者等の課題を掘り起こし、効果的な普及啓発を行うこと
で、労務トラブルへの対応策を理解し、実践に役立ててもらえる講座を実施する。これにより、労使双
方にとってトラブルのない良好な関係の構築を促進し、企業の労務リスクへの理解を深める。
【実施手法】人材育成型
【実施時期】令和9年1月頃に実施予定
【実施場所】河内長野市商工会
【実施方法】原則対面方式　※ 状況によってはオンラインでの開催も検討する。
【実施内容】
・労務諸問題の現状把握
・労働現場における労務諸問題の実態および統計データの共有
・労務管理基本と法的枠組み
・労務諸問題におけるリスク要因と予防策、実務上の留意点等

想定する実施期間 令和8 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：原田）
事業名 労務コンプライアンス事業 事業番号 6 新規/継続 新規



5－6．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：原田）

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 人 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

（①市町村等＋②受益者負担）

606,000

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 303,000 30

606,000 0.50 303,000 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
20,200 30 1.00 606,000

合計 30 606,000



5－7．地域活性化事業　事業調書（計画）

12 年目

○ ○ ○ ○

社

人

人

数値目標 10

その他目標値
目標値の内容⇒

本事業への参加者見込み（R5年～R7年の実績平均を考慮）129

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数
設定根拠及び
募集方法⇒

設定根拠…R７年の23社の実績を考慮
　　　　　（大半の企業が事業の継続を希望された）
募集方法…求人情報、広報誌、チラシ、ポスター、Webサイト、メール、DM等22

主な支援対象企業
の変化 代表指標 採用者数

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
労-1 求人・求職マッチング事業（地域労働ネットワーク事業） 雇用・求人

事
業
の
概
要

事業概要
地域労働ネットワーク事業として大阪府、ハローワーク、6市町村および３商工会で連携のうえ、人手不
足の中小求人企業と求職者をマッチングし、採用者数の増加を図るため、合同企業面接会や説明・相談
会を実施する。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

現下の雇用失業情勢は、改善の動きが弱まっており、厳しさが続いている。大阪の有効求人倍率は、
1.17倍（25～29歳が0.99倍、50～54歳が0.86倍）で、前年同月より0.04ポイント減少した。加え
て、特定の業種（介護・福祉）の充足率は、8.3％と深刻な人手不足が続いている。
当地域の有効求人倍率は、0.65倍（45～64歳は0.50倍）で、前年同月より0.05ポイント減少した。中
高年齢者の紹介件数と就職件数は、府下でも少ない地域である。（別添資料のとおり）
よって、地域の求人・求職ニーズをくみ取り、雇用のミスマッチを防ぐことが課題である。本事業は、
人材を求める中小企業と働く意欲のある求職者を結びつけ、採用者数を増やし、人手不足の解消を目的
とする。
ハローワークでの求人情報および企業からの聴き取りにより、ニーズを把握。前年の参加企業へのアン
ケート等で、「次回も参加したい」との声が大多数あった。

支援する対象
（業種・事業所数等）

(a)府施策等の説明や府指定広報物を配布。府のメールマガジン等で情報発信。
(b)3商工会が求人企業を探し広域で実施。
(c)３市２町１村の広報誌やWebサイト等で周知を強化。
(d)労働関係法令遵守の支援等でカルテ化を図る。

ハローワーク河内長野管内の求人中小企業および就職困難な求職者等を広く支援の対象とする。
（若者・中高年齢者等の求人が継続または多い業種、職種および企業）

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

[R７年の実績]
支援企業数：事業① 面談会11社　事業② 12社
参加者数　：事業① 60人　　　　事業② 31人
採用者数　：事業① 3人　　　　  事業② 10人
・事業①と事業②の合計参加者(求職者)は、前年比44％（74人）減り、支援企業の増減はなかった。
・事業①の来場者が前年比48%（57人）減少と顕著であるものの、２年前、３年前の実施時の来場者数
と比較すると平均的な来場者数・採用数を維持している。なお、２０代、3０代の来場者数が全体の8％
程度（5人）と特に少なかった。
・アンケートにおける満足度は「おおむね満足」または「満足」との回答が、参加事業所で100％、来
場者で87%と高かった。
・広報手段については昨年同様に対応しているにも関わらず来場者数が減少していることから、従来の
広報手法の効果が相対的に低下している可能性がある。
[改善・注力点]
特に来場者の少なかった若年層に対しては、当該年齢層に訴求力のある広報手段（SNS等）の活用も含
め検討する。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

事業① 合同企業面接会＆説明会、各種相談会
【実施手法】人材交流型
【実施時期】令和８年9月頃に実施予定
【実施場所・方法・時間】すばるホ－ル・対面・3H
【実施内容】(1)合同企業面接会＆説明会と企業紹介コーナー　(2)中高年齢者就労相談
　　　　　　(3)若者就労相談　(4)障がい者就業・生活相談　(5)ひとり親家庭相談
　　　　　　(6)ハローワークの就職活動相談　(7)職場のお悩み相談　(8)日常生活相談
　　　　　　(9)社会保険等の相談　(10)シルバー人材センター仕事説明　(11)就職支援セミナー

事業② 合同企業面接会、仕事の説明・相談会
【実施手法】人材交流型
【実施時期】令和8年5月、11月、令和9年1月頃に実施予定
【実施場所・方法・時間】いずれもハローワーク河内長野 ・対面・2H
【実施内容】いずれも(1)合同企業面接会　(2)仕事の説明・相談会

想定する実施期間 平成２７ 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：白石）
事業名 求人・求職マッチング事業 事業番号 7 新規/継続 継続



5－7．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：白石）

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 人 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

別紙：積算根拠となる支援対象企業数と支援対象企業の変化について

社

人

人

社

人

人

【備考】
別添資料の出典
　　　 「ハローワーク河内長野の管内の有効求人倍率等の推移」
　　　 「大阪労働局の労働市場月報（令和７年12月号）の中高年齢者職業紹介状況」

※別添で補足する内容があれば添付してください。

支援対象企業の
変化 指標 採用者数 数値目標 5

その他目標値
目標値の内容⇒ 本事業への参加者見込み（過去３年、R5(55)、R6(48)、R7(31)の実績平均を考

慮）45

目標値の内容⇒ 本事業への参加者見込み（過去３年、R5(76)、R6(117)、R7(60)の実績平均を考
慮）84

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計
設定根拠及び
募集方法⇒

設定根拠…R７年の12社の実績を考慮
募集方法…求人情報、広報誌、チラシ、ポスター、Webサイト、メール等

12

事
業
の
目
標
① その他目標値

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

支援対象企業の
変化 指標 採用者数 数値目標 5

支援対象企業数の合計
設定根拠及び
募集方法⇒

設定根拠…R７年の11社の実績を考慮
募集方法…求人情報、広報誌、チラシ、ポスター、Webサイト、メール等

10

（①市町村等＋②受益者負担）

1,149,380

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 553,792 10 河内長野市商工会は中核団体として企

画運営等を調整する（支援企業数割
り）富田林商工会

1,149,380 1.00 1,149,380 円）

297,794 6
大阪狭山市商工会 297,794 6

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率

40,400 129 0.05 260,580

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
40,400 22 1.00 888,800

合計 22 1,149,380
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5－8．地域活性化事業　事業調書（計画）

6 年目

○ ○ ○

社

％

円 × 社 × ＝ 円
⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円
円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円
※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円727,200
独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

101,000 4 1.00 404,000

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費
20,200 16 1.00 323,200

合計 20 727,200

数値目標 100

その他目標値 目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

①企業数は過去の実績に基づき設定。BCP啓発セミナー・策定ワークショップ
　16社 （うち伴走型支援を行い具体的なBCP策定に取り組んだ事業者数　4社）
②普及啓発活動
　メール配信、HP掲載、DM、関係団体を通じたチラシの配布等。20

主な支援対象企業
の変化 代表指標 簡易版BCPの策定に取り組んだ事業者の割合

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果
商-12 BCP・BCMの普及促進及び策定支援 ＢＣＰ

事
業
の
概
要

事業概要 　事業の継続、企業価値の維持・向上の観点から重要となる事業継続計画（BCP）の策定を支援し、本
地域での普及啓発を目指す。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

　近年、企業には自然災害や感染症、情報セキュリティ事故などの緊急事態発生時に、経営資産への影
響を最小限に抑え、事業を継続し早期復旧を図ることが求められている。また、企業価値の維持・向上
の観点からもBCP策定の重要性は高まっている。しかしながら、中小企業・小規模事業者においては、
人手不足や業務の優先順位といった課題から必要性を認識しながらも策定が進まず、未策定の事業所が
依然として多いのが現状である。
　このような状況の中、当会（河内長野市商工会・大阪狭山市商工会）は、令和4年4月より「事業継続
力強化支援計画」を実施し、関係機関と連携しながら中小企業・小規模事業者のBCP策定支援に取り組
んでいる。今後も企業の事業継続力の向上とBCPの普及啓発を一層推進し、地域経済の強靭化を目指
す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

（ａ）府施策連携：商－12番　BCP・BCMの普及促進及び策定支援
（ｂ）広域連携：隣接する大阪狭山市と連携することにより、幅広い地域での事業周知が見込まれる。
（ｄ）相談事業相乗効果：より本格的なBCPの策定へ繋げていける。

　中小企業・小規模事業者、隣接する河内長野市及び大阪狭山市を中心にBCP策定に関心のある事業者

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

　令和7年9月に、事業継続力支援計画でも連携している、あいおいニッセイ同和損害保険㈱及びあいお
いニッセイ同和インシュアランスサービス㈱に講師派遣を依頼し、BCP構築のためのセミナーと簡易版
BCPの策定ワークショップを実施した。セミナー・ワークショップ参加事業所数は17社。具体的なBCP
策定の取り組みまで至った事業所数は4社であった。
　中小企業、小規模事業者においては、大企業と比べるとBCPの認知度や策定に対する優先順位は低い
と感じている。また地域的にも沿岸地域と比べて取り組みに対する意識が低い状況であり、引き続き、
関係各機関と連携してBCP普及啓発に努めていきたい。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

①BCP啓発セミナー・策定ワークショップ
【事業手法】人材育成型/ハンズオン型
【実施時期】令和8年9月頃に実施予定（計1回）
【実施場所】河内長野市商工会　大会議室
【実施方法】原則対面方式　※ 状況によってはオンラインでの開催も検討する。
【実施内容】BCP啓発セミナーにおいて、BCPの概要やその必要性、災害シナリオ、具体的な災害対
策、BCP作成ノウハウなど、BCP策定に係るイメージをつかんでいただき、自然災害に加えて新型ウイ
ルス感染症の感染拡大時の事業継続も想定した簡易版BCPの策定ワークショップを実施する。日程の都
合上、セミナー・ワークショップに参加できなかった事業者には、巡回等で経営指導員が資料を提供し
情報を発信する。また、具体的なBCP策定に取り組む事業者には、専門家(外部機関)とも連携し、伴走
型支援を実施する。
②普及啓発活動
　普及啓発に係るリーフレットを活用し、より多くの企業がBCPに取り組めるように普及啓発を行う。
BCPは1度の作成で永久に使用できるものではないので、外部機関と連携を取り継続的に支援を行う。

想定する実施期間 令和３ 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること

河内長野市商工会 （担当者：美馬）
事業名 BCP策定支援事業 事業番号 8 新規/継続 継続



5－8．地域活性化事業　事業調書（計画） 河内長野市商工会 （担当者：美馬）

円

円

円 × ＝ 円 （

代
○ 円
　 円
　 円
　 円
　 円

別紙：積算根拠となる支援対象企業数と支援対象企業の変化について

社

％

社

社支援対象企業の
変化 指標 伴走型支援を行い具体的なBCP策定に取り組んだ事業者数 数値目標 4

その他目標値
目標値の内容⇒

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計
設定根拠及び
募集方法⇒

③企業数は過去の実績に基づき設定。BCP策定に興味のある事業所を各市の広報や
SNS、商工会報などで広く募集し周知をする。
　具体的なBCP策定に取り組んだ事業者　4社

4

事
業
の
目
標
①

その他目標値

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

支援対象企業の
変化 指標 簡易版BCPの策定に取り組んだ事業者の割合 数値目標 100

支援対象企業数の合計

設定根拠及び
募集方法⇒

①企業数は過去の実績に基づき設定。BCP策定に興味のある事業所を各市の広報や
SNS、商工会報などで広く募集し周知をする。
　啓発セミナー・策定ワークショップ　16社
②普及啓発活動
　メール配信、HP掲載、DM、関係団体を通じたチラシの配布等。

16

（①市町村等＋②受益者負担）

役割（配分の考え方）
河内長野市商工会 363,600 10 支援企業数

　河内長野市商工会
：①10社(うちハンズオン2社) ②
1,400社
　大阪狭山市商工会
：①10社(うちハンズオン2社) ②
1,100社

大阪狭山市商工会

727,200 1.00 727,200 円）

363,600 10

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算
標準事業費 補助率


